大阪府情報公開条例の運用状況
	　　　　　　　（平成２６年度）


　　　１　行政文書の公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　１

　　  ２  法人文書の公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　３

３　情報の提供・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　３
　　  ４  情報の公表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　４
　　　５　会議の公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　４
　　　６　出資法人の情報公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　４
１　行政文書の公開
[請求処理状況]

府の行政機関が保有する文書に関し、１，７９３件（うち取下げ３１９件）の公開請求があった。

請求方法は、府政情報センター窓口等への来所によらないものが７４％（１，３２１件）を占めていた。

公開請求のうち、取下げを除く１，４７４件に対し、１，７１７件の決定を行った（１件の公開請求について複数決定が行われることがあるため、取下げを除く請求件数より決定件数が多くなっている。）。
決定の主な内訳は、全部公開決定が７４９件と最も多く、次いで部分公開決定（一部非公開）が６７１件、不存在による非公開決定が２４１件となっている。
決定処理のうち７９％について、知事部局で処理を行い、その内訳は、都市整備部（５４７件）が最も多く、次いで、住宅まちづくり部（２４８件）となっている。

	区分
	２６年度(件)
	２５年度(件)

	行政文書公開請求の件数
	１，７９３
	１，６８６

	請求方法別内訳
	窓口に提出
	４７２
	４３９

	
	府ホームページからの入力
	６４８
	６７２

	
	ファクシミリで送信
	５７９
	４７４

	
	郵送
	９４
	１０１

	行政文書公開請求の取下げ件数
	３１９
	４６３

	行政文書公開請求の件数（取下げ件数を除く。）
	１，４７４
	１，２２３

	実施機関の決定の件数　（注）１
	１，７１７
	１，４１８

	決定内容別内訳

（注）２
	全部公開
	７４９
	５６２

	
	部分公開
	６７１
	６７６

	
	全部非公開
	２７
	９

	
	不存在による非公開
	２４１
	１５９

	
	存否応答拒否による非公開
	２９
	１２

	
	適用除外による非公開
	０
	０

	
	要件不備による非公開
	０
	０


（注）１　１件の公開請求について複数の決定が行われる例
・１件の公開請求に対象となる行政文書がある項目とない項目が含まれているため、公開・非公開等の決定と不存在による非公開決定を行う場合
・文書を管理している室課所ごとに決定を行う場合

２　非公開決定の内容
○　部分公開（一部非公開）：個人のプライバシー情報や法人の正当な利益を害する情報などの非公開情報が記載されて
　いることを理由として文書の一部を非公開とし、他の部分は公開する決定。

○　不存在による非公開：文書の保存期間が経過し、すでに廃棄した場合や作成又は収受していない場合など対象となる
　行政文書が存在しないことを理由とする非公開決定。

○　存否応答拒否による非公開：行政文書が存在しているか否かを答えるだけで非公開情報が明らかになることを理由と
して、行政文書の存否を明らかにしないで公開請求を拒否する決定。（第１２条）

○　適用除外による非公開：刑事訴訟に関する書類及び押収物については、情報公開条例を適用しないこととされている
　ことを理由とする非公開決定。（第４０条）
○　要件不備による非公開：行政文書を特定するに足りる事項の記載がない等の公開請求の要件を満たさないことを理由
　とする非公開決定。（第７条第１項）
[非公開事由の適用状況]

非公開決定（不存在による非公開及び適用除外による非公開を除く。）の非公開事由としては、個人情報を理由とするものが５０２件と最も多く、次いで、公開すれば法人等の正当な利益を害する情報（法人等情報）であることを理由とするものが３７４件となっている。
	区　分
	非公開理由
	２６年度（件）
	２５年度（件）

	公開しないことができる情報
	法人等情報（８条１項１号、２項１号）
	３７４
	３９１

	
	任意提供情報（８条１項２号、２項１号）
	２
	１

	
	意思形成支障情報（８条１項３号、２項１号）
	１５
	３

	
	事務執行支障情報（８条１項４号、２項１号）
	１４６
	１００

	
	公共安全支障情報
	４４
	８７

	
	内訳
	公共安全支障情報（８条１項５号）
	３
	１

	
	
	公共安全支障情報（８条２項２号）
	８
	２４

	
	
	公共安全支障情報（８条２項３号）
	３３
	６２

	公開しては
ならない情報
	個人情報（９条１号）
	５０２
	４９９

	
	法令秘情報（９条２号）
	０
	１

	部分公開＋全部非公開＋存否応答拒否による非公開の総数
	　　　　７２７
	　　　６９７


（注）１件の決定について複数の理由が該当する場合があるため、非公開の総数より非公開理由別の件数が多くなっている。
[不服申立ての処理状況]
公開請求に対する実施機関の決定について、平成２６年度に諮問のあった不服申立ては７２件であった。

不服申立ては、情報公開審査会に諮問し、その答申を尊重して再決定等の処理を行うこととなっており、平成２６年度においては、過年度の諮問事案も含め、１８件の答申が行われた。
	区　　分
	取下げ

件　数
	処　理　件　数
	答申待ちの
件数

	
	
	計
	認容
	一部
認容
	棄却
	却下
	

	22年度の諮問事案
	３件
	０件
	３件
	０件
	０件
	３件
	０件
	０件

	23年度の諮問事案
	５件
	０件
	０件
	０件
	０件
	０件
	０件
	５件

	24年度の諮問事案
	２件
	０件
	１件
	０件
	０件
	１件
	０件
	１件

	25年度の諮問事案
	１５件
	０件
	１１件
	２件
	１件
	８件
	０件
	４件

	26年度の諮問事案
	７２件
	１３件
	３件
	０件
	１件
	２件
	０件
	５６件

	係属事案計
	９７件
	１３件
	１８件
	２件
	２件
	１４件
	０件
	６６件


２　法人文書の公開

法人文書の公開の請求件数は２８件であり、取下げを除く２７件に対し、各実施法人は２７件の決定を行った。その内訳は、全部公開決定が２５件、部分公開決定が１件、不存在による非公開決定が１件であった。なお、部分公開決定（１件）の非公開事由は、個人情報を理由とするものであった。　
（法人別文書請求件数）
	区　分
	２６年度（件）
	２５年度（件）

	大阪府立大学
	１
	２

	大阪府立病院機構
	５
	５

	大阪府立産業技術総合研究所
	１
	１

	大阪府立環境農林水産総合研究所
	０
	０

	大阪府住宅供給公社
	７
	８

	大阪府土地開発公社
	１
	２

	大阪府道路公社
	１３
	４

	　　　　合　　計
	２８
	２２


（法人文書公開請求及び実施法人の決定の状況）
	区分
	２６年度（件）
	２５年度（件）

	法人文書公開請求の件数
	２８
	２２

	法人文書公開請求の取下げ件数
	１
	２

	実施法人の決定の件数
	２７
	２２

	決定内容別内訳
	全部公開
	２５
	１０

	
	部分公開
	１
	１０

	
	全部非公開
	０
	０

	
	存否応答拒否による非公開
	０
	０

	
	不存在による非公開
	１
	２

	
	適用除外による非公開
	０
	０

	
	要件不備による非公開
	０
	０


　 （注）1件の公開請求について、項目別に分割して決定が行われる場合があるため、決定の件数が取下げを除いた請求件数を

上回ることがある。
３　情報の提供

　　府が保有する公開可能な情報については、府民等の申出に応じて、担当課及び府政情報センターで情報提供を行うこととしている。このうち、府政刊行物の販売部数は４，８９９部あり、「福祉の手引き　平成２６年度版」、「平成２６年度　大阪府基準地価格要覧」や「乳幼児期からの発達支援　なんでかな・・・？？？は気づきのスタート」の販売冊数が上位を占めた。

４　情報の公表

府政に関する基礎的な情報や政策形成過程の情報については、府民等の求めを待つことなく公表を行うこと

としている。このうち、府政情報センターで公表した資料等の件数は、４４５件であった。また、府政情報センターで公表していない資料についても、府のホームページに掲載し、公表を行った。
	府政情報センターで

公表した資料等の件数
	２６年度（件）
	２５年度（件）

	
	４４５
	４５１

	内訳
	府政に関する基礎情報
	２３５
	２２３

	
	政策形成過程情報
	１２３
	１３２

	
	その他
	８７
	９６


　（注）公表した資料等の内訳について

○　府政に関する基礎情報

・　府の施策、計画、指針等の概要

・　府の事務事業の概要（各室・課（所）等毎）

・　府の事務事業の評価の結果又はその概要

・　府の基本的な事務に関する要領、要綱、手引書等

・　府の出資法人の組織、事業及び決算等の概要（条例第２条第４項に規定する実施法人及び条例第３４条第２項の規定に基づき実施機関が定める出資法人に係るもの）

・　府の施設の管理に関する指定管理者との基本協定等　
○　政策形成過程情報

・　府の基本的な施策、計画、指針等の策定及び重要な改廃等に係る案又は主要な検討資料

・　府の重要な政策決定等に関する部長会議等の協議又は報告の概要及び提出資料

・　府政に関する意見募集の結果又はその概要　　　他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　会議の公開
　公開制度の対象となる審議会等（法律又は条例で設置）は、平成２６年度において２２５あった。このうち１５１の審議会等が公開会議（議題等により非公開とする旨の留保付きのものを含む。）であった。
６　出資法人の情報公開

府では、出資法人の情報の公開に関する指導指針に基づき、府の出資法人のうち、府の事務と特に密接な関係を有する法人を対象に、自主的に情報公開申出制度を実施するよう指導している。

平成２６年度は対象法人すべて（２０法人）で自主的に情報公開申出制度が実施され、情報公開の申出の件数は、５法人において計１０件であった。

なお、情報公開申出に対する出資法人の決定について、平成２６年度は１件の苦情申出があり、平成２７年度に繰り越した。
　
	区　　　　分
	２６年度
	２５年度

	情報公開申出制度実施法人数
	２０法人
	２０法人

	公開申出のあった法人
	　　５法人
	　　５法人

	公開申出の件数
	　　１０件
	　　　５件

	決定の件数
	　　１６件
	　　　５件

	決定内容別内訳
	全部公開
	 　　６件
	 　　１件

	
	部分公開
	 　　６件
	 　　４件

	
	全部非公開
	 　　３件
	 　　０件

	
	存否応答拒否による非公開
	 　　０件
	 　　０件

	
	不存在による非公開
	 　　１件
	 　　０件


　　 （注）１件の公開申出について、項目別に分割して決定が行われる場合があるため、決定の件数が、

公開申出の件数を上回ることがある。
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